
2021年4月19日
お客様各位

レオス・キャピタルワークス株式会社

「ひふみグローバル債券マザーファンド」のポートフォリオ状況について

「ひふみらいと」、「まるごとひふみ」＊をご愛顧いただきありがとうございます。

「ひふみらいと」、「まるごとひふみ15」、「まるごとひふみ50」の投資対象ファンドである『ひふみグ

ローバル債券マザーファンド』の2021年4月9日時点のポートフォリオの状況についてお知らせいたします。

＊「まるごとひふみ」は、「まるごとひふみ15」「まるごとひふみ50」「まるごとひふみ100」の３つのファンドの総称です。

ひふみグローバル債券マザーファンド
（2021年4月9日現在）

■純資産総額 141.62億円

■種別比率 ■国別比率 ■通貨別比率

■格付比率 ■ポートフォリオ特性値

■組入上位5銘柄 （銘柄数：10）
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国 組入比率

日本 27.60％

アメリカ 26.27％

イタリア 10.92％

通貨 組入比率

日本円 27.60％

米ドル 26.27％

ユーロ 10.92％

格付 組入比率

AAA 24.79％

AA 1.48％

A 27.60％

BBB 10.92％

銘柄名 種類 国 通貨 償還日 組入比率

1 第362回利付国債（10年） 国債 日本 日本円 2031/3/20 16.24％

2 第175回利付国債（20年） 国債 日本 日本円 2040/12/20 11.36％

3
ITALY BUONI POLIENNALI 
DEL TESORO

国債 イタリア ユーロ 2031/8/1 10.92％

4 US TREASURY  N/B 国債 アメリカ 米ドル 2041/2/15 8.01％

5 US TREASURY  N/B 国債 アメリカ 米ドル 2031/2/15 5.89％

最終利回り 0.64%

デュレーション 7.4

種別 組入比率

国債 55.50％

住宅ローン担保
証券

6.37％

社債 1.48％

国際機関債 1.44％

現金等 35.21％

※ 純資産総額は100万円未満を切捨てで表示しています。
※ 組入比率はファンドの純資産総額に対する比率です。
※ 種別比率の「現金等」は純資産総額から有価証券時価総額を差し引いたコールローン、その他の資産です。
※ 国別比率、通貨別比率および格付比率は、現金等以外の債券部分について、対純資産総額の比率を表示しています。なお、国別比率は原

則として発行国で区分しております。
※ ポートフォリオ特性値は、ファンドの組入債券等（現金等を含む）の各特性値（最終利回り、デュレーション）を、その組入比率で加重

平均したものです。（Bloombergの情報を基にレオス・キャピタルワークス株式会社作成）
最終利回りは、ファンドが投資している債券等の特性を示すために各債券の利回りから算出したものであり、ファンドの運用成果を示唆、
保証するものではありません。デュレーションは、金利の変動による債券価格の感応度を表しています。値が大きいほど金利変動に対す
る債券価格の変動が大きくなります。

※ 格付は、ムーディーズ、スタンダード・アンド・プアーズ、フィッチの格付のうち最も高いものを採用し、スタンダード・アンド・プ
アーズの格付形式で表示しています。

※各項目については下部注記をご参照くだ
さい。



【ご参考】

ひふみ投信マザーファンドのポートフォリオの状況
（2021年3月31日現在）

■純資産総額 6,746.23億円

■資産配分比率 ■市場別比率 ■組入上位10業種

■組入上位10銘柄 （銘柄数：268）
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銘柄名 規模 上場市場 業種 組入比率

1 東京センチュリー 大型 東証一部 その他金融業 1.45%

2 ソニー 大型 東証一部 電気機器 1.37%

3 ショーボンドホールディングス 中小型 東証一部 建設業 1.31%

4 九電工 中小型 東証一部 建設業 1.27%

5 エイチ・アイ・エス 中小型 東証一部 サービス業 1.25%

6 川崎重工業 大型 東証一部 輸送用機器 1.25%

7 ミライト・ホールディングス 中小型 東証一部 建設業 1.24%

8 あい ホールディングス 中小型 東証一部 卸売業 1.24%

9 プレミアムウォーターホールディングス 中小型 東証二部 食料品 1.20%

10 東京応化工業 大型 東証一部 化学 1.16%

資産 組入比率

国内株式 84.62％

海外株式 10.70％

海外投資証券 0.97％

現金等 3.70％

※ 純資産総額は100万円未満を切捨てで表示しています。
※ 組入比率は、純資産総額に対する比率です。
※ 資産配分比率の「海外投資証券」は、REIT（不動産投資信託）等です。
※ 資産配分比率の「現金等」は純資産総額から有価証券時価総額を差し引いたコールローン、その他の資産です。
※ 市場別比率において、海外株式、海外投資証券については「その他海外株」として表示しています。
※ 組入上位10業種は国内株式における業種を表示し、東証33業種分類を用いて記載しています。
※ 組入上位10銘柄の「規模」は、2021年3月31日時点のBloombergの情報を基に、以下の区分に基づいて表示しています。

大型：3,000億円以上、中小型：300億円以上3,000億円未満、超小型：300億円未満

市場 組入比率

東証一部 76.95％

東証二部 1.84％

マザーズ 3.96％

JASDAQ 1.87％

その他海外株 11.67％

業種 組入比率

1 情報・通信業 16.92％

2 サービス業 10.42％

3 電気機器 8.54％

4 卸売業 7.05％

5 化学 6.43％

6 建設業 6.08％

7 機械 5.84％

8 小売業 5.69％

9 食料品 3.34％

10 輸送用機器 2.01％



【ご参考】

ひふみワールドマザーファンドのポートフォリオの状況
（2021年3月31日現在）

■純資産総額 1,612.14億円

■資産配分比率 ■国別比率 ■通貨別比率

■業種別比率

■組入上位10銘柄 （銘柄数：129）
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銘柄名 種類 国 通貨 業種 組入比率

1 ACCENTURE PLC 株式 アイルランド 米ドル ソフトウェア・サービス 1.54%

2
GENERAL MOTORS 
COMPANY

株式 アメリカ 米ドル 自動車・自動車部品 1.54%

3
TEXAS INSTRUMENTS 
INCORPORATED

株式 アメリカ 米ドル 半導体・半導体製造装置 1.37%

4 DEUTSCHE POST AG 株式 ドイツ ユーロ 運輸 1.36%

5
AMERICAN EXPRESS 
COMPANY

株式 アメリカ 米ドル 各種金融 1.35%

6
BROOKFIELD ASSET 
MANAGEMENT INC.

株式 カナダ 米ドル 各種金融 1.35%

7 FIRST REPUBLIC BANK 株式 アメリカ 米ドル 銀行 1.31%

8 GENERAC HOLDINGS INC. 株式 アメリカ 米ドル 資本財 1.30%

9
SITEONE LANDSCAPE 
SUPPLY, INC.

株式 アメリカ 米ドル 資本財 1.27%

10 MICROSOFT CORPORATION 株式 アメリカ 米ドル ソフトウェア・サービス 1.26%

資産 組入比率

海外株式 85.61％

海外投資証券 1.34％

現金等 13.04％

※「ひふみらいと」、「まるごとひふみ」の投資対象ファンドである「ひふみワールドファンドFOFs用（適格機関投資家専用）」は、ひふ
みワールドマザーファンドを高位に組み入れております。

※ 純資産総額は100万円未満を切捨てで表示しています。
※ 組入比率は、純資産総額に対する比率です。
※ 資産配分比率の「海外投資証券」は、REIT（不動産投資信託）等です。
※ 資産配分比率の「現金等」は純資産総額から有価証券時価総額を差し引いたコールローン、その他の資産です。国別比率の「その他の国」、

通貨別比率の「その他の通貨」、業種別比率の「その他の業種」には現金等が含まれます。
※ 国別比率は原則として発行国で区分しております。なお、国には地域が含まれます。
※ 業種別比率は株式における比率を表示し、原則としてGICS（世界産業分類基準）の産業グループ分類に準じて表示しております。

国 組入比率

アメリカ 57.94％

中国 8.44％

ドイツ 4.25％

フランス 3.64％

スウェーデン 2.07％

その他の国 23.66％

通貨 組入比率

米ドル 64.82％

ユーロ 8.30％

香港ドル 6.78％

台湾ドル 1.56％

中国元 1.42％

その他の通貨 17.12％

業種 組入比率

ソフトウェア・サービス 11.94％

資本財 11.71％

各種金融 9.10％

メディア・娯楽 7.23％

小売 7.21％

その他の業種 52.81％



◼ 基準価額の変動要因

• 投資信託証券への投資を通じて株式や債券など値動きのある証券（外国の証券には為替変動リスクもあります。）

に投資いたしますので、基準価額は大きく変動します。したがって、投資元本が保証されているものではなく、こ

れを割り込むことがあります。これらの運用により生じる利益および損失は、すべてお客様（受益者）に帰属しま

す。

• 投資信託は預金等とは異なります。

◼ 基準価額の変動要因となる主なリスク

価格変動リスク

国内外の株式や公社債を実質的な主要投資対象とする場合、一般に株式の価格は個々の企業の

活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動し、また、公社債の価格は発行体の信用力の

変動、市場金利の変動等を受けて変動するため、その影響を受け損失を被るリスクがあります。

流動性リスク

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引

規制等により十分な流動性のもとでの取引が行なえない、あるいは不利な条件で取引を強いら

れたり、または取引が不可能となる場合があります。これにより、投資対象とする投資信託証

券においては組入有価証券を期待する価格で売却あるいは取得できない可能性があり、この場

合、不測の損失を被るリスクがあります。

信用リスク

有価証券等の発行者や有価証券の貸付け等における取引先等の経営・財務状況が悪化した場合

またはそれが予想される場合もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等に、当該

有価証券等の価格が下落することやその価値がなくなること、または利払いや償還金の支払い

が滞る等の債務が不履行となるおそれがあります。投資した企業等にこのような重大な危機が

生じた場合には、大きな損失が生じるリスクがあります。また、実質的に投資した債券の発行

体にデフォルト（債務不履行）が生じた場合またはそれが予想される場合には、債券価格が下

落する可能性があり、基準価額が下落し投資元本を割り込むことがあります。

為替変動リスク

投資対象とする投資信託証券において外貨建資産を組み入れた場合、当該通貨と円との為替変

動の影響を受け、損失が生じることがあります。また、一部の資産において、為替ヘッジを行

なう場合に円の金利が為替ヘッジを行なう通貨の金利より低いとき、この金利差に相当する

ヘッジコストが発生します。

カントリーリスク
（エマージング市場
に関わるリスク）

当該国・地域の政治・経済情勢や株式を発行している企業の業績、市場の需給等、さまざまな

要因を反映して、基準価額が大きく変動するリスクがあります。エマージング市場（新興国市

場）への投資においては、政治・経済的不確実性、決済システム等市場インフラの未発達、情

報開示制度や監督当局による法制度の未整備、為替レートの大きな変動、外国への送金規制等

の状況によって有価証券等の価格変動が大きくなる場合があります。また、新興国の公社債は

先進国の公社債と比較して価格変動が大きく、債務不履行が生じるリスクがより高いものにな

る可能性があります。

※投資リスクは、上記に限定されるものではありません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください

投資リスク
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当資料のご留意点

◼ 本資料は、レオス・キャピタルワークス（以下「当社」といいます。）が投資家のみなさまに情報提供を行なう目的で作成
したものであり、投資勧誘を目的に作成されたものではありません。

◼ 本資料の作成にあたり、当社では情報の正確性等について細心の注意を払っておりますが、その正確性、完全性を保証する
ものではありません。

◼ 当資料に記載されている当社が運用する投資信託の過去の運用結果等は、将来の結果等をお約束するものではありません。
◼ 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり金利や相場等の変動により、元本欠損が生じる可能性があります。預金保険機構、

貯金保険 機構、および保険契約者保護機構の保護対象ではありませんが、証券会社を通じてご購入いただいた場合は投資者
保護基金の保護対象となります。

◼ 投資信託の取得の申込みにあたっては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、投資判断はお客様ご
自身で 行なっていただきますようお願いいたします。



5※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください

◇直接ご負担いただく費用
申込手数料 ：ありません。
信託財産留保額：ありません。

◇間接的にご負担いただく費用：次のとおりです。

運用管理費用
（信託報酬）

当ファンド

信託財産の日々の純資産総額に対して年率0.55％（税抜年率0.50％）を乗じて得た額
信託報酬とは、投資信託の運用・管理にかかる費用のことです。
日々計算されて、投資信託の基準価額に反映されます。毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および
毎計算期末または信託終了のときファンドの信託財産から支払われます。

運用管理費用の配分

支払先 配分（税抜） 役務の内容

委託会社 年率0.24%
ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の
計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

販売会社 年率0.24%
運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、
購入後の情報提供等の対価

受託会社 年率0.02%
運用財産の保管および管理、委託会社からの指図の実行の対
価

※上記各支払先への配分には、別途消費税等相当額がかかります。

投資対象
とする投資
信託証券

純資産総額に対して以下の率を乗じて得た額

投資対象ファンド 料率 費用の内容

ひふみワールドファンド
FOFs用(適格機関投資家専用)

年率0.0022%
(税抜年率0.0020%)

投資対象ファンドにおける運用
管理費用

※ 上記は投資対象ファンドを基本の組入比率に従って組み入れた場合の運用管理費用（信託報酬）です。
この値は目安であり実際の組入状況により変動します。

※「 ひふみ投信マザーファンド」「ひふみグローバル債券マザーファンド」は、運用管理費用（信託報
酬）がかかりません。

実質的な
負担

純資産総額に対して年率0.5522%（税抜年率0.5020％）程度

※ 基本の組入比率で按分した投資対象ファンドの運用管理費用（信託報酬）を加味して、投資者が実質的に
負担する信託報酬率について算出したものです。この値は目安であり、各投資信託証券への投資比率の
変更等により変動します。また、投資対象ファンドの変更等により今後変更となる場合があります。

監査費用
信託財産の純資産総額に対して年率0.0055％（税抜年率0.0050％）を乗じて得た額（なお、上限を年間99万円
（税抜年間90万円）とします。当該上限金額は契約条件の見直しにより変更となる場合があります。）。
日々計算されて、毎計算期末または信託終了のときに信託財産から支払われます。

その他費用・
手数料

投資対象とする投資信託証券における諸費用および税金等、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する
諸費用および受託会社の立て替えた立替金の利息など。
これらの費用は、運用状況等により変動するものであり、予めその金額や上限額、計算方法等を具体的に記載
することはできません。

※手数料等の合計金額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

「ひふみらいと」のお客様の負担となる費用
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委託会社：レオス・キャピタルワークス株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第1151号
加入協会 一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会
受託会社：三井住友信託銀行株式会社
販売会社：（ひふみらいと）レオス・キャピタルワークス株式会社

（まるごとひふみ）後述の「販売会社」でご確認いただけます

ファンドの関係法人

レオス・キャピタルワークス株式会社

（ひふみらいと）
コミュニケーション・センター
電話：03-6266-0123 メール：cc@rheos.jp

（まるごとひふみ）
電話：03-6266-0129

受付時間：（2020年4月6日より）営業日の10時～16時
ウェブサイト：https://www.rheos.jp/

ファンドや販売会社についての照会先



6※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください

◇直接ご負担いただく費用
申込手数料 ：3.30％（税抜き3.00％）を上限として、販売会社が定める料率とします。

「自動けいぞく投資コース」において、収益分配金を再投資する場合は無手数料です。
信託財産留保額：ありません。

◇間接的にご負担いただく費用：次のとおりです。

運用管理費用
（信託報酬）

信託財産の日々の純資産総額に対して下記に記載の信託報酬率を乗じて得た額
信託報酬とは、投資信託の運用・管理にかかる費用のことです。
日々計算されて、投資信託の基準価額に反映されます。毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末または
信託終了のときファンドの信託財産から支払われます。

運用管理費用の配分

まるごとひふみ15 まるごとひふみ50 まるごとひふみ100

信託報酬率
年率0.660%

(税抜年率0.600%)
年率0.935%

(税抜年率0.850%)
年率1.320%

(税抜年率1.200%)

支
払
先
の
配
分
（
税
抜
）

お
よ
び
役
務
の
内
容

委
託
会
社

ファンドの運用と調査、
受託銀行への運用指図、
基準価額の計算、目論見
書・運用報告書の作成等
の対価

年率0.290% 年率0.415% 年率0.590%

販
売
会
社

運用報告書等各種書類の
送付、口座内でのファン
ドの管理、購入後の情報
提供等の対価

年率0.290% 年率0.415% 年率0.590%

受
託
会
社

運用財産の保管および管
理、委託会社からの指図
の実行の対価

年率0.020% 年率0.020% 年率0.020%

※上記各支払先への配分には、別途消費税等相当額がかかります。

投資対象と
する投資
信託証券

投資対象ファンドにおける運用管理費用

純資産総額に対して以下の率を乗じて得た額

まるごとひふみ15 まるごとひふみ50 まるごとひふみ100

ひふみワールドファンドFOFs用
(適格機関投資家専用)

年率0.00264%
(税抜年率0.00240%)

年率0.0088%
(税抜年率0.0080%)

年率0.0176%
(税抜年率0.0160%)

※ 上記は投資対象ファンドを基本の組入比率に従って組み入れた場合の運用管理費用（信託報酬）です。この値は目安であ
り実際の組入状況により変動します。

※「 ひふみ投信マザーファンド」「ひふみグローバル債券マザーファンド」は、運用管理費用（信託報酬）がかかりません。

実質的な
負担

純資産総額に対して以下の率を乗じて得た額

まるごとひふみ15 まるごとひふみ50 まるごとひふみ100

年率0.66264%程度
(税抜年率0.60240%程度)

年率0.9438%程度
(税抜年率0.8580%程度)

年率1.3376%程度
(税抜年率1.2160%程度)

※ 基本の組入比率で按分した投資対象ファンドの運用管理費用（信託報酬）を加味して、投資者が実質的に負担する信託報酬
率について算出したものです。この値は目安であり、各投資信託証券への投資比率の変更等により変動します。また、投資
対象ファンドの変更等により今後変更となる場合があります。

監査費用
信託財産の純資産総額に対して年率0.0055％（税抜年率0.0050％）を乗じて得た額（なお、上限を年間99万円
（税抜年間90万円）とします。当該上限金額は契約条件の見直しにより変更となる場合があります。）。
日々計算されて、毎計算期末または信託終了のときに信託財産から支払われます。

その他費用・
手数料

投資対象とする投資信託証券における諸費用および税金等、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸
費用および受託会社の立て替えた立替金の利息など。これらの費用は、運用状況等により変動するものであり、
予めその金額や上限額、計算方法等を具体的に記載することはできません。

※手数料等の合計金額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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「まるごとひふみ」のお客様の負担となる費用



7

※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引

業協会

株式会社岩手銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第3号 ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

販売会社（銀行）

7

まるごとひふみ15

まるごとひふみ50

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引

業協会

株式会社岩手銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第3号 ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号 ○

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第18号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

まるごとひふみ100

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引

業協会

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第18号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○



8

※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業

協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

エイチ･エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

販売会社（証券会社・その他金融機関）
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まるごとひふみ15

まるごとひふみ50

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業

協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

エイチ･エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

まるごとひふみ100

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業

協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

エイチ･エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

おかやま信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第19号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○


